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令 和 ２ 年 ２ 月 １ ７ 日 

経済産業省資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 

省 エ ネ ル ギ ー 課 

 

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則」の一部改正案（概要） 

 

１．改正の概要 

 エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則（昭和 54 年通商産業省令第 74 号）につい

て、所要の改正を行う。改正内容は以下の通り。 

 

（１）中長期計画書様式の改正（様式第８関係） 

 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下「省エネ法」という。）の規定により特定事業

者等に提出が求められる中長期計画書の様式について、別紙１のように改正する。 

 

（２）定期報告書様式の改正（様式第９、様式第２１関係） 

 省エネ法の規定により特定事業者等に提出が求められる定期報告書の様式について、別紙２の

ように改正する。 

 

（３）中長期計画の提出頻度に係る条件について（第３５条関係） 

 省エネ法の規定により、特定事業者等に対して定期に提出が求められる中長期計画書について、

毎年度の提出を行わなくてよいこととされる特定事業者等の要件を、エネルギーの使用の効率が

９９％以下であること又は特定事業者等が営む主要な事業において「工場等におけるエネルギー

の使用の合理化に関する判断の基準（平成 21年経済産業省告示第 66号）」に定めるベンチマーク

指標を達成していることとすること。 

 

（４）その他、法制上の表現の適正化等の観点から所要の改正を行う。 

 

２．今後のスケジュール（予定） 

 公布：令和２年３月 

 施行：令和２年４月１日 

 （定期報告書様式の改正に関しては、令和３年７月末日までに提出する報告より適用する。） 
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（別紙１） 

（１）中長期計画書様式の改正（様式第８関係） 

 様式第８のⅡ、Ⅳ及び備考を以下のとおり改正する。 
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（別紙２） 

（２）定期報告書様式の改正（様式第９、様式第２１関係） 

様式第９及び様式第２１の特定―第６表及び特定―第９表を以下のとおり改正する。 

 

 

特定―第９表 

 

※現行様式での特定―第９表の３と４は、本改正によりそれぞれ特定―第９表の４と５とする。 

 

 

 


